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なかで、1934 年 4 月から日本を含む極東地域を親善訪
問した豪州東洋使節団の行程をたどりながら、この訪問



























































影響をおよぼしたといえる。結局、豪州では 1936 年 5
月に貿易転換政策にもとづく高関税を導入した。一方、
同年 6月には日本が対豪通商擁護法を発動し、日豪貿易
は事実上断絶することになったのである。 
日豪通商交渉が断絶する中で最も影響を受けたのは、
人絹、綿布輸出、羊毛輸入に関係していた商社である。
1930 年代の豪州羊毛輸入が活発化する中で、日本の豪州
羊毛輸入商社である兼松商店、三井物産、高島屋飯田、
三菱商事、大倉商事、岩井、日本綿花は積極的な企業活
動を展開した。これらの日本商社は明治期から大正期に
かけて豪州に進出し、支店や出張所などを設けてきた。
とくに、兼松商店、三井物産、高島屋飯田、三菱商事の
4社は、1930年度から 1935 年度まで日本商社豪州羊毛
輸入量の 80%以上を取り扱い、豪州羊毛市場において上
 3 
位の競売席順位を占めた。一方、これらの豪州羊毛は日
本郵船、大阪商船、山下汽船、E&A、山下・国際・川崎
の連合した日豪線(ジャパン・オーストラリア・ライン)
によって日本に運ばれ、神戸、大阪、四日市、名古屋、
横浜で荷揚げされた。荷揚げされた豪州羊毛は、各港に
近接する羊毛工業会社の工場に運搬され、日本の毛織物
工業の原料として供給された。なかでも、日本毛織、共
立モスリン、新興毛織、伊丹製絨所、東京モスリンなど
の羊毛工業会社には大量の豪州羊毛が納入された。日本
商社と羊毛工業会社とは出資関係などを通して特定の取
引関係を有していた。とくに羊毛買付量が拡大した 1930
年代前半には、日本商社の間で羊毛買付の競争が激化し、
高島屋飯田の豪州での羊毛買付に見られたように、各社
とも特定の羊毛工業会社との関係を密にするとともに、
他社の動向に注目しながら事業を展開した。1930年代に
は国内羊毛工業の発達を背景として、日本商社間の羊毛
買付競争が激化したばかりでなく、外国商社との競争も
激化したのである。 
 
 
